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概要：データサイエンス研究の進展には，現実性のある十分な規模のデータを多くの研究者が共通に利用
できることが不可欠であるが，多くの領域ではそのようなデータの確保に種々の課題がある．国立情報学
研究所の情報学研究データリポジトリ（IDR）では，情報学および関連分野に資するため，産学界等と大
学等の研究者とを媒介し，データセットの共同利用に取り組んでいる．本稿ではまず，データセット共同
利用の意義について述べる．次に，IDRにおけるデータセットの取り扱いに関して，企業等からの受け
入れ，研究者への提供，提供後の利用者の管理と利用状況の把握，およびデータ DOIの付与について各
処理内容を説明する．続いてデータセット提供実績および利用者による研究成果の状況，並びに研究者コ
ミュニティに対する活動支援の取り組みについて示す．筆者らは本活動を通してデータセット共同利用の
実現における課題を発掘し理解を深化させ，対応策を案出して実践しており，データセットの受け入れに
おける調整事項や利用上の制限事項などはこれらの知見を反映させたものとなっている．
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 Abstract: It is indispensable for the development of data science research that realistic and sufficiently 
large scale data are commonly available for many researchers. In many research area, however, there are 
variety of issues to be overcome for acquiring such data. The National Institute of Informatics (NII) is op-
erating Informatics Research Data Repository Service (IDR) for promoting dataset sharing and collabora-
tion by mediating industries and academic researchers in order for supporting informatics and the related 
research field. In this paper, the authors first describe the significance of dataset sharing, next explain the 
process in each aspect of dataset handling, i.e. acceptance from companies, provision to researchers, man-
agement of users and grasp of usage after provision, and assignment of DOI. They then show the statistics 
of dataset provision and research achievements made by the uses, and introduce the activities for support-
ing researcher community. Through these activities, they found various issues to solve for realizing dataset 
sharing, deepened their understanding on those issues, and devised and practiced the countermeasures, and 
their findings have been reflected on the negotiation issues at the dataset acceptance and on the rules of 
dataset usage.
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1.　 はじめに

近年のデータサイエンスの進展には，ディープラーニン
グに代表される統計的学習手法等の人工知能（AI）技術
やそのための計算環境等が整ってきたことに加えて，大量
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のデータが利用可能になってきたことが背景にある．最近
では最先端の研究成果を取り入れたツールが次々と公開さ
れ，また高性能の GPUを搭載したサーバが一層安価に利
用できるようになっているため，様々な領域におけるデー
タ活用の広がりが一層期待されるところである．
しかし，データに関しては，現実性を有しかつ十分な規

模があるものを，多くの研究者が共通して利用できるよう
になっている領域は一部に限られる．そのような領域が拡
大しない主要因としては，データ保有者にとって，データ
を提供することによるメリットが明確でなく，またリスク
の管理が困難なこと，データ提供の準備にかかる技術的お
よび事務的コストが負担となること，データ提供後に利用
者に対応する組織がないこと，また民間企業においてはこ
れらの理由から経営者層の理解が得られないこと，などが
挙げられる．
このような状況を受けて，情報学分野の大学共同利用機

関である国立情報学研究所（NII）では，「情報学研究デー
タリポジトリ」（IDR）の事業において，情報学研究に必
要な各種データを民間企業や大学研究者等から受け入れ，
適切な権利処理を施し，利用者に対する一元的な窓口と
なって，大学を中心に多くの研究者に共通のデータセット
を提供することにより，データセットの共同利用 *1に取
り組んでいる．

2.　 データセット共同利用の意義

大学などには実用的な研究成果を要請する声が高まって
いる．しかし，研究者が実験用として構築したデータに
は，量的に充分か，あるいは現実を適切に反映しているか
などの問題がつきまとう．また，民間企業等と契約を交わ
してデータ提供を受ける場合でも，研究の透明性や再現性
などが大きな問題となる．このため，実社会で生成された
大規模データや多くの研究者が協力して構築したデータを
研究資源として研究コミュニティが共有できるようにする
ことが重要になる．
一方で，大規模データを取り扱う民間企業，とくにイン

ターネット上で事業展開する企業では，先進技術をいち早
く事業に取り入れることが重要であるが，社内に十分な研
究開発能力を備えているところは多いとはいえず，保有す
る大規模データを十分に活用できていないのが現状であ
る．このため，大学との共同研究などを通じて技術開発や
若手の人材確保などを図るため，大学などにデータを提供
しようとするインセンティブが働いている [1]．ただし企
業にとっては，たとえ学術研究用途といえども，業務用シ
ステムからデータを抽出して個人情報の秘匿化など必要な
加工を施し，機密保持や知的財産処理に関する契約の交渉

を個々に行うなど，データの提供にあたっては多大な労力
を要する．また，このようなデータは保有する企業の経済
的利益にも関わるものであり，広くオープンにすることは
できない．著作権や個人情報などに係わるデータも，やは
りオープンにすることは難しい．これは実験や観測データ
のオープンデータ化を進めている自然科学の諸分野とは対
照的な点である．
また，大学等の研究者等が構築したデータにおいても，
たとえば自然言語処理の分野でテキストデータに多大な労
力をかけてアノテーションを施したコーパスや，音声情報
処理やコミュニケーション研究の分野で多くのコストをか
けて収録した音声や映像のコーパスなど，著作権や個人情
報などに係わるなどの理由でオープンにすることが難しい
データがある．
そこで IDRでは，情報学に関連する研究に資する各種

データを保有者から受け入れ，より多くの研究者に提供で
きるようにするため，一元的な窓口としての役割を担って
いる．第 5期科学技術基本計画にオープンサイエンスの推
進が明記され，特に公的研究資金を用いた研究成果は，論
文だけでなく研究データのオープン化も求められている
が，但し書きとして，「商業目的で収集されたデータなど
は公開適用対象外とする」こと，「データへのアクセスや
データの利用には，個人のプライバシー保護，財産的価値
のある成果物の保護の観点から制限事項を設ける」ことが
記されている [2]．IDRにおけるデータセット共同利用は，
このようなオープン化が難しいデータを，適正な管理の下
で，契約に基づき利用可能とするための取り組みであり，
データの提供先や利用目的は制限をしながらも，データに
関する情報や一定条件下での利用機会についてオープン化
を目指すものである．
大学等の研究者にとっては，実社会のデータや実用性の
高いデータを使用できるだけでなく，使用したデータセッ
トが特定可能となることにより，研究の透明性・再現性が
担保され，他の研究との比較も容易となる．第三者の権利
侵害などのおそれもなくなる．データの収集や前処理が不
要になることで，研究に取り掛かるまでの労力が大幅に軽
減される．
データ提供者の観点からは，最初に提供機関内（民間企
業の場合は経営者や事業部門など）との調整やデータの準
備にコストがかかるのはやむを得ないが，その後はほとん
ど労力をかけることなく幅広い研究者にデータを活用して
もらえるようになる．また特に民間企業にとっては，当該
分野の研究者や学生に対して社会貢献の周知やオープン
性・公平性のアピールを図れるとともに，研究成果の
フィードバック，将来の共同研究や人材確保の可能性が期
待できる．

IDR以外にこのようなデータ提供の窓口となる組織と*1  個々の研究者や大学などでは整備できない研究資源を構築して
大学などの研究者に提供することをいう．
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しては，国内では言語資源協会（GSK） *2が主にテキスト
コーパスや辞書データを，高度言語情報融合フォーラム
（ALAGIN） *3が主に情報通信研究機構により構築された
各種言語資源を取り扱っている．海外では米国の LDC *4

や欧州の ELRA *5が言語資源を大規模に収集・提供して
おり，Microsoft *6のように民間企業でも研究用に作成し
たデータセットを公開している例はあるが，IDRのよう
に，特に民間企業から実サービスにより生成されたデータ
を受け入れ，無償で提供している組織はほとんど類を見な
い．このような背景やこれまでの提供実績から，IDRで
は，新規企業よりデータ提供の申し出を受けることが増加
し，それにより利用者層がさらに拡大するという好循環を
生んでいる．

3.　 IDRのデータセット提供活動におけるプ
ラクティス

3.1　 IDRの活動
IDRでは，データの保有者からデータセットを受け入

れ，保存・管理し，希望する研究者に配布するという基本
的な活動に加え，データセット提供者も巻き込んだ研究コ
ミュニティの構築と活性化に努めている．図 1に，デー
タセットの提供に関する IDRの主な活動の概念を示す．
現在は，民間企業等からのデータセット受け入れに加

え，「音声資源コンソーシアム」（SRC） *7にて受け入れた
音声コーパスの配布窓口も担っている．また NIIでは，前

身 時 代 の 1997 年 よ り「NTCIR プ ロ ジ ェ ク ト」
（NTCIR） *8を推進し，評価フォーラムを通じて情報アク
セス技術評価用テストコレクションを構築しているが，過
去の NTCIRプロジェクトにて構築されたテストコレク
ションの研究者への配布窓口も順次 IDRへ移管している．
民間企業のデータセットについては 2010年度以降毎年新
規データの提供を開始しており，NTCIRテストコレク
ションや音声コーパスも順調に取り扱い数を増やすととも
に，オンライン申請の仕組みも整えるなど，配布の効率化
も図っている．
次節以降では，データセットの提供活動における，受け
入れ，提供，提供後の各段階での具体的なプラクティスと
それらを通して得られた知見を述べる．IDRでは 10年以
上にわたり各種データセットを様々な研究者に提供してお
り，その中で改善を重ねたこれらのプラクティスを実践す
ることにより，これまでデータ提供者を巻き込むようなト
ラブルは生じていない．

3.2　 データセットの受け入れ
データセットの受け入れにあたり，まずデータセットを
構成するコンテンツ等について，サービス規約等の調査や
提供者からの聞き取りにより，各種の項目の詳細な確認を
行い，項目ごとに生じうるリスクを提供者と共有する．表
1には，これまでの知見に基づき，多くのデータセットに
共通する代表的な確認項目の例を示す．これに基づき，研究
資源としての利用価値にも配慮して，具体的なデータ項目
や加工方法について協議を行う．条件が整わない場合，受
け入れを断念することもあるが，将来の受け入れに向けて
条件整備の提案を行い，中には受け入れに至ることもある．

*2  https://www.gsk.or.jp/
*3  https://www.alagin.jp/
*4  https://www.ldc.upenn.edu/
*5  http://www.elra.info/
*6  https://msropendata.com/
*7  http://research.nii.ac.jp/src/

図 1　データセット提供に関わる活動
Fig. 1　Activities related to datasets provision.

*8  http://research.nii.ac.jp/ntcir/
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次に，データセットの利用について，利用者や利用方
法・利用内容の場合ごとに，提供者の事業への影響等に関
する懸念を考慮し，一方で期待されるメリットにも理解を
得つつ，提供対象者および利用目的の範囲や利用制限事項
などの提供条件について協議を行う．表 2に，これまで
の知見に基づき，ほぼすべての民間企業の提供者に共通す
る，考慮すべき代表的な事項の例を示す．これらの協議結
果に基づき，3.3節に述べるデータセットの提供手続きの
方針を定め，親契約を締結する．
提供者ごとに状況や考え方が異なり，これまでもほぼ毎

回新たな課題が出現したが，知的財産権の権利処理に問題
がある場合を除いては，提供条件と 3.4節に述べる利用者
管理方法の調整により，ほぼ対応することができた．
このような経験を通して蓄積したノウハウに基づき，現

在では新たなデータセットの受け入れに際して多面的なア
ドバイスが可能となり，社内の法務など関連する部門との
調整や契約手続きなどを円滑に行えるようになっている．
また実際に配布するデータセットの仕様や配布形態など

についても，利用者（研究者）の立場に立ってアドバイス
を行っている．リスクを低減するために過度にデータを加
工してしまうと可能な研究テーマが限られることもあるの
で，適度なバランスを見極めることは，難しいが重要なポ
イントとなる．

3.3　 データセットの提供手続き
IDRで取り扱うデータセットは，これまで述べてきた

ように主としてオープンデータとすることが困難なもので
あるので，研究者へは利用契約の締結後に提供することに
なるが，特に提供者が民間企業の場合，配布先や利用にあ
たって様々な条件を課されることになる．以下に，提供時
の条件等について主なものを述べる．
§提供対象者
大半のデータセットは，提供対象者が大学や公的研究機
関の研究者に限定され，研究室単位で配布を行っている．
一方，民間の研究者でも利用可能な一部のデータセット
（企業提供のデータでは現時点で 4種類）については個人
単位で配布を行っており，書類のやりとりを簡略化して，
利用者がオンラインで利用規約に同意するという形をとっ
ている．
利用契約の締結形態は，NIIが提供者からサブライセン

スを受けている場合は NIIと利用者との間の契約（覚書の
締結もしくは同意書の提出），そうでない場合は提供者と
利用者との間の直接契約の形となっている．利用契約形態
の選択は，データセットの性質や提供者（特に法務部門）
の方針によるが，データセットの研究利用（特に不正また
は予期しない利用）が提供者の事業に与える影響や，デー
タセットに潜在する問題が IDRの活動に与える影響を総
合的に評価し，提供者と NIIの協議により決定している．

表 1　データセット受け入れ時のコンテンツ等に関する確認項目の例
Table 1　Check item samples on contents at dataset acquisition.

表 2　事業への影響等について考慮すべきデータセットの利用に関する事項
Table 2　Check item samples on dataset usage potentially affecting business operation.
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§利用者の範囲
研究室単位で配布しているデータセットでは，利用申請

の段階で，研究代表者の身分や研究実績の有無，研究室内
の利用予定メンバーの身分等を確認し，利用者としての適
格性を審査するとともに，データセットによっては，申請
者の研究室における民間企業所属者の有無や，民間企業と
の密接な連携（共同研究等）の有無等の確認も行う．
一方，近年は大学等の組織や所属形態も多様化している

ため，研究代表者や研究グループ構成員の身分の呼称も
様々あるが，IDRが窓口となることにより，提供者が大
学等の事情に詳しくない場合でも，実情に合った適切な形
での利用契約となるよう支援している．
§データの使用目的
原則として学術研究目的での利用に制限されており，利

用申請書において具体的な使用目的を確認している．大学
での研究においても，検索手法の研究等システム開発を伴
うことがあるが，たとえば検索結果として提供データを直
接引用するようなシステムの場合，データの第三者提供に
あたる可能性がありウェブ等での公開は不可である旨，申
請時点で了解を得るようにしている．これは実際に学生が
作成したシステムが公開された事例が 1件あったことを受
け追加した対応である．
なお，民間の研究者にも提供可能なデータセットには，

直接データを販売するのでなければ研究開発目的に利用可
能なものもある．
§データの利用制限
全データセットに共通した利用条件として，第三者への

提供や商業利用の禁止，研究発表等での個人や組織の特定
につながる情報の開示の禁止が課されている．さらに，
サービス利用者による投稿データが含まれるデータセット
では，プライバシー侵害や公序良俗違反への懸念の程度に
応じて，インターネット上の情報などとの照合を禁止する
ものや，研究発表内容の事前確認を求めるものがある．
教育利用の可否に対する考え方も提供者によるため，大

学の授業やゼミでの利用希望があった場合，その規模や対
象者，データへのアクセス制限等の管理体制を確認したう
えで，提供者との調整を行っている．
また，利用申請時に提出された利用申請書の内容に，不

明な点や利用条件に抵触する可能性のある点があれば，必
要に応じて利用者，提供者，あるいはその両者に個別に確
認を取るなどして，提供者が安心してデータを提供できる
ようにすることも重要である．
以上のように，データセットの提供に際しては様々な制

約があるが，データセットごとに注意が必要な点を分かり
やすく提示するとともに，これらの制約が企業の立場や
データの性格等の明確な根拠に基づくものであることを説
明し理解を求めることにより，これまで，研究者からは利
用条件について問題点の指摘を受けたことはなく，また大

きく違反する事例も発生していない．ただし，知的財産権
の帰属については，契約文書上の表記が大学等のポリシー
に適合しないとの理由で契約に至らなかった事例があり，
この知見に基づき，以降のデータセットの受け入れでは，
大学側の事情を考慮した表記にするようアドバイスを行っ
ている．
なお，データセットの提供は基本的にはオンラインでの
ダウンロード形式としているが，ダウンロードページの
URLを利用者ごとに生成し，アクセス用 ID・パスワード
については郵便にて所属機関宛に別送するなど，研究代表
者の実在性の確認やデータセットの漏洩に対しては利用契
約での縛りに加えてデータ提供者が許容可能なレベルの対
策も実施している．

3.4　 データセット利用状況の管理
IDRでは，毎年度末に利用者に対し利用報告書の提出

を求め，翌年度の継続利用の有無や利用申請内容の変更の
有無を確認し，必要に応じて再契約や利用停止の手続きを
行っている．多くのデータセットでは利用契約の有効期間
は 1年間（自動更新）に設定されており，当初はデータ提
供日を起点としたり年末を区切りとしたりしていたが，こ
れまでの経験から，利用報告の収集は研究室の学生の入れ
替わりや研究者の異動が多い年度の区切りに合わせて実施
することが効率的であると分かり，近年提供を開始した
データセットでは原則として利用期間の区切りを年度末と
している．
なお，利用報告において提供データセットを用いた研究
成果として外部発表したものがあれば書誌情報を記載して
もらい，それらの論文リストはデータセット提供者に
フィードバックするとともに，「DSCリファレンスポータ
ル」（図 2，http://dsc.repo.nii.ac.jp/）で一般公開してい
る．これは NIIで開発しているリポジトリモジュール
WEKOを活用したもので，使用したデータセットをイン
デックスとして分類し，データセットごとの研究成果を容
易に一覧できるほか，論文誌の種類や発表年，著者名など
による検索も可能である．このリストは，我々の活動の成
果としてのエビデンスとなるだけでなく，新たに既存デー
タセットの利用を検討している研究者，新規にデータセッ
トの提供を検討している提供希望者にとっても参考事例と
なり得るものである．
利用を停止する場合には，関連データの消去について書
面で確認するなどの対応を取っている．なお文部科学省が
定めた研究不正対策のガイドラインに対し日本学術会議が
出した指針 [3]において，研究成果のもととなった実験
データ等の研究資料は，論文等の発表から原則 10年間の
保存が示されている．IDRが扱うライセンスつきのデー
タはその対象から除外されてはいるものの，その趣旨を尊
重し，データセット提供終了後も，利用者に代わり NIIに
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てデータを 10年間保管し，研究成果について不正の有無
を検証する目的に利用できることについて，データセット
受け入れ時の提供者との親契約において承諾を得るように
努めている．

3.5　 データDOIの付与
2018年 11月より，図 2のリポジトリに提供データセッ
トのメタデータを登録し，ジャパンリンクセンター
（JaLC） *9を通してデータ DOIの付与を行っている．デー
タ利用者には成果論文に使用したデータセットの DOIを
引用してもらうことで，論文の読者にデータセットへの恒
久的なアクセスを保証している．また，以前は論文の謝辞
欄で提供者名の記載を促していたが，参考文献欄にデータ
DOIを記載してもらうことで，NIIで開発中の検索基盤
（CiNii Research） *10により，データセットの作成者や提供
者の貢献が可視化されるとともに，他の論文等と有機的に
結び付けられ，将来的により効果的な知の循環を生むこと
を期待している．
データに DOIを付与する際はその粒度が重要な検討課

題となる．IDRでは，論文等での引用時の効率を優先し，
原則としてデータセットの提供単位（利用契約の単位）で

DOIを付与しているが，いくつか検討を要したものにつ
いて具体例を図 3に示す．
例 1の楽天データセットでは複数の異なるサービスから

図 2　提供データセットを利用した研究成果のリストを公開するリポジトリの画面サンプル
Fig. 2　Screenshot of the DSC Reference Portal that shows research articles using the provided datasets.

図 3　データ DOIの付与単位の例
Fig. 3　Example of data DOI assignment unit.

*9  https://japanlinkcenter.org/
*10  https://rcos.nii.ac.jp/service/research/
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取得されたコンテンツが含まれているが，通常，異なる
サービスのコンテンツを同時に利用することは想定されな
いので，サービスごとのデータを単位として DOIを付与
している．このような場合は，データの提供者がどの単位
で利用者の引用実績を捕捉したいかという意向も検討材料
となる．なお，データ提供者等が引用する場合を想定し
て，データセット全体としても DOIを付与している．
例 2の LIFULL HOME’Sデータセットでは，通常の不

動産賃貸物件データのサブセットとして高精細度間取り図
画像データがあるが，空間認識など一部の領域では後者の
データのみを使用することがある．このように異なる領域
での利用が想定される場合は，サブセットに対しても独立
した DOIを付与している．
例 3の Yahoo!知恵袋データ（第 3版）では年度ごとに

提供データが更新されるが，取得元のサービスは同一であ
り，複数年度の提供データを同時に利用する場合も十分に
想定されることから，第 3版データとして単一の DOIを
付与し，提供データの更新年度による区別は提供開始年
（引用時に記載するデータの出版年）により行うこととし
ている．
なお Yahoo!知恵袋データについては過去に第 1版，第

2版データを提供していたが，それぞれデータの仕様が大
きく変更され，利用契約も改めて必要であったことから，
版ごとに DOIを付与したうえ，現在は提供を終了した第
1版，第 2版についても，メタデータに関しては恒久的に
参照できるようにしている．

3.6　 大学等研究者提供データセットへの対応
このようなデータセットの提供活動を続ける中で，音声

コーパスに関連するコミュニティから，会話分析や対話処
理，コミュニケーション学などの分野の研究を目的として
構築された映像コーパスについても受け入れの依頼を受け
るようになった．このようなデータでは顔の表情なども重
要な要素となるため，顔画像を秘匿化することはできず個
人情報を含むことになることから，やはりオープンデータ
化は難しいという事情がある．そこで，当初は個別対応と
していたが，2019年に「研究者等提供データセット受入
要項」を制定し，研究者への提供の枠組みは既存のものを
活用することで，受け入れ体制を整えた．すでにこの要項
に基づき数種類のデータセットの受け入れを実施したほ
か，NIIが構築に関与している会話データや手話データと
いった映像データの提供についても準備を進めている．

4.　 データセット提供の現状

4.1　 取り扱い中のデータセット
民間企業からのデータセット受け入れは順調に進み，

2020年 8月の時点で 12企業 26種類のデータセットを提
供するまでになっている．また 3.6節で述べた研究者等提

供データセットについては 4種類のデータの取り扱いを開
始している．それらデータセットの一覧を表 3に示す．
各データセットの詳細や利用条件など，興味のある方は

IDR の Web サイト（https://www.nii.ac.jp/dsc/idr/）を
参照されたい．

4.2　 データセットの提供実績
ここでは民間企業提供のデータセットについて，2019

年度末時点の利用状況を以下に述べる．
研究室単位で提供しているデータセットについて，累計
利用者数の推移を図 4に示す．毎年度の新規データの提
供開始もさることながら，提供開始から 5年以上経過して
いるデータセットに関してもコンスタントに利用申請が続
いており，2020年 3月末時点で述べ 957研究室と，利用
者数は順調に伸びている．また重複を除いた異なり数で
645研究室であり，機関数でみると 238に上る．当初民間
企業の研究所にも提供していた「Yahoo!知恵袋データ」
のうち，現在は提供を終了している第 1版および第 2版を
除くと，異なり研究室数 523の内訳は大学：466，研究機
関：31，高専等：9，海外の大学：17，異なり機関数 194

の内訳は大学：152，研究機関：16，高専等：9，海外：17

となっており，一部海外の大学も含むが，大部分は日本国
内の大学および公的研究機関である．異なり数でみた 152

大学中，国立大学は 49大学であり，これは全国 86の国立
大学のうち医学系や教育系等の単科大学を除くと約 8割を
占め，本取り組みが広く認知されていることがうかがえ
る．
また，利用者の分野の広がりについては，参考程度では
あるが，利用者の所属学部・学科等の名称に含まれる単語
のうち 5回以上出現したものについて，楽天データセット
を提供開始した 2010年以降 3年度末ごとに頻度順に列挙
したものを表 4に示す．IDRの発足後しばらくは情報検
索や自然言語処理分野の研究室からの申請がほとんどで
あったが，クックパッドデータの提供開始により保健や栄
養学といった分野，LIFULL HOME’Sデータセットの提
供開始により建築分野や画像処理分野，インテージデータ
セットの提供開始によりマーケティング学や経済物理学の
分野という具合に利用者のすそ野が広がっており，異なり
利用者の増加につながっている．
個人単位で提供しているニコニコデータセット，Sansan

データセット，不満データセットのうちカテゴリ別不満特
徴語辞書については，2020年 3月末現在の利用申請者数
（登録メールアドレスの異なり数）は 2,919であり，所属
は大学が 44%，民間が 25%，研究機関が 2%，その他が
29%となっている．民間や個人などにもこのようなデー
タセットへの需要があることが見て取れる．
なお本稿では詳細は省略するが，NTCIRテストコレク

ションについては NTCIRプロジェクトからの提供分も含
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表 3　2020年 8月現在提供中の民間企業データセットおよび研究者等提供データセット一覧
Table 3　List of the datasets provided by private companies and researchers (available as of August 2020)
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めると延べ約 4,800件超，音声コーパスについても約
4,300件超の提供実績を有している．

4.3　 提供データセットを利用した研究成果
3.4節で述べたように，提供したデータセットを利用し

た研究成果については，利用者から毎年度，発表した論文
等の報告書提出を受けている．民間企業提供のデータセッ
トを用いた，2019年度末分までの発表論文数の合計は約
950となっており，図 5にその推移を示す．

5.　 その他の活動

5.1　 ユーザフォーラムの開催
研究コミュニティの活動支援の一環として，「IDRユー
ザフォーラム」と称したイベントを 2016年度より毎年開
催している．これは主に民間企業提供のデータセットを対
象として，データセットの提供者と利用者が一堂に会し，
直接意見交換できる場を提供すべく企画したものである．
初開催となった 2016年度は，データセット利用者の招

待講演，データセット提供企業登壇のパネルセッションや

企業ごとの個別セッションに加え，データセット利用者に
よる 21件のポスター発表があり，110名の参加者を得た．
当日のパネルセッションでの議論の内容など，イベントの
詳細は，データセット提供企業である株式会社 LIFULL

の清田氏による報告記事 [4]をご参照いただきたい．
ユーザフォーラムは 2017年度以降も毎回 100名以上の
参加者を得て盛会となっている．2018年度からはポス
ターセッションに加え，研究着手段階での研究アイディア
の発表を受け付けるスタートアップセッションを設け，学
部生にも多く発表いただくとともに，ポスター賞を受賞し
たうち数件の発表については，翌年度のユーザフォーラム
にて口頭発表いただく機会を設けている．
このように，同じデータセットの利用者と議論を交わす
だけでなく，データセット提供者から直接アドバイスを受
けたり，逆にデータセット提供者に対し要望を伝えたりで
きる場はこれまでになく，参加者には好評である．提供中
のデータセットの利用に興味がある方や，データの提供に
興味がある企業等関係者にも参考となるものと考えてい
る．

表 4　利用者の所属学部・学科等名称の頻出語（頻度 5以上で頻度降順．太字は頻度 10以上．）
Table 4　Frequent words in users’ faculty/department names (descending order of frequency; 5 times or more (10 times or more in bold face))

図 5　 提供データセットを用いた研究成果の外部発表数（利用報告
ベース）の推移

Fig. 5　 The number of research articles using the provided datasets 

from private companies (based on usage reports).

図 4　 民間企業提供データセットの累積利用者数の推移（研究室単
位で提供中のもの）

Fig. 4　 The number of cumulative users (laboratories) of datasets 

from private companies.
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5.2　 コミュニティ開催イベント等への支援
大学等の研究者から，提供中のデータセットを評価ワー

クショップやコンペティション，学生向けのイベント等に
利用したいという相談を受けた場合には，可能な範囲で提
供者への仲介を行っている．このような用途ではデータ
セットの通常の提供条件の範囲では利用が認められないこ
とが多く，提供者，利用者の双方にアドバイスを行って調
整を手助けしている．
また，提供者が企画する研究集会やアイデアソン・ハッ

カソンなどに講演やデータセット提供といった形での協力
も積極的に行っている．

6.　 おわりに

本稿では，情報学や関連諸分野の研究を推進するため，
IDRが取り組んでいる活動について，その背景や意義と
ともに紹介した．IDRの活動は，民間企業等の実サービ
スの中で作成されたデータや，個人情報を含む映像データ
等，通常では共有が難しいデータセットを中心に共同利用
に供し，研究の透明性と再現性を高め，多くの多様な分野
の研究者に平等に研究の機会を提供するという意味で，
オープンサイエンスの推進にも寄与するものと考えてい
る．

IDRの活動のうち，データセットの提供は最も基礎と
なるものであり，取り扱うデータセットの種類を着実に増
やしているところではあるが，現在提供している民間企業
のデータセットの多くはウェブ上の実サービスに蓄積され
ているデータのスナップショットや一部の時系列データで
あり，今後はトランザクションログなど，より厳密な管理
を要するデータへ幅を広げることが望まれる．また現状で
はリスクを低減させるためにデータを加工して提供せざる
を得ないが，研究者からはより原データに近い詳細なデー
タへの要望も多い．これに応えるためには，データそのも
のを利用者に開示することなく，利用者が作成したプログ
ラムを実行し結果のみが得られるようにする仕組みを整え
るなど，技術的にも安全にデータを共同利用できる環境を
構築していく必要がある．
一方で，データセット提供者と利用者との交流を活性化

させ，相互理解を進めることも重要である．研究者側も，
要望を一方的に伝えるばかりではなく，まずは研究室内の
データの管理や利用者の管理に責任を持ち，提供者の立場
も理解したうえでデータセットの利用方法や論文等での言
及には細心の注意を払い，利用報告等の利用者の義務をき
ちんと果たすことが望まれる．このようにして信頼関係を
積み上げていくことは，今後のオープンサイエンスの普及
にも不可欠であると考える．そのような土壌の醸成にも
IDRとして一役買うとともに，ユーザフォーラムの開催
などを通して，提供者，利用者の双方を巻き込んだ研究コ
ミュニティの活性化に一層努めていきたいと考えている．
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